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電力広域的運営推進機関 送配電等業務指針 新旧対照表 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

平成２７年４月２８日施行

平成２７年８月３１日変更

平成２８年４月１日変更

平成２８年７月１１日変更

平成２８年１０月１８日変更

平成２９年４月１日変更

平成２９年９月６日変更

 

送配電等業務指針 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 

 

平成２７年４月２８日施行

平成２７年８月３１日変更

平成２８年４月１日変更

平成２８年７月１１日変更

平成２８年１０月１８日変更

平成２９年４月１日変更

平成２９年９月６日変更

平成３０年 月 日変更

 

 

送配電等業務指針 

 
 

 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件） 
第３３条 （略） 
一・二 （略） 

ア～カ （略） 

キ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９１条第１項により一般送配電事業者

から地内基幹送電線の増強を要する契約申込みを受け付けた旨の報告を受けた場合、又は、本機

関が電源接続案件募集プロセス開始の申込みを受け付けた場合で、当該契約申込み又は電源接続

案件募集プロセス開始の申込みの増強対象である地内基幹送電線が地域間連系線の運用容量の

算定や運用に直接影響を与える電線路であると認めたとき。但し、系統連系希望者が、広域系統

整備計画又は電源接続案件募集プロセスの結果に基づき、契約申込みを行った場合を除く 

ク （略） 

２～４ （略） 
 

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件） 
第３３条 （略） 
一・二 （略） 

ア～カ （略） 

キ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９１条第１項により一般送配電事業者

から広域連系系統の増強を要する契約申込みを受け付けた旨の報告を受けた場合、又は、本機関

が電源接続案件募集プロセス開始の申込みを受け付けた場合で、当該契約申込み又は電源接続案

件募集プロセス開始の申込みの増強対象である広域連系系統が地域間連系線の運用容量の算定

や運用に直接影響を与える流通設備であると認めたとき。但し、系統連系希望者が、広域系統整

備計画又は電源接続案件募集プロセスの結果に基づき、契約申込みを行った場合を除く 

ク （略） 

２～４ （略） 
 

（広域系統整備に関する提起等） 
第３５条 （略） 

（新設） 
 

 

 

 

 

２ 広域系統整備に関する提起を行った電気供給事業者（以下「検討提起者」という。）は、本機関が

業務規程第５９条に基づき受益者及び費用負担割合を決定するまでの間は、合理的な理由が認められ

る場合に限り、次の各号に掲げる行為を行うことができる。 
一～五 （略） 

 

（広域系統整備に関する提起等） 

第３５条 （略） 

２ 広域系統整備に関する提起を行った電気供給事業者（以下「検討提起者」という。） 

のうち、前条第１項第２号又は第３号の提起を行った電気供給事業者は、本機関が業務規程第５７条

第１項に基づき、広域的な電力取引により、計画策定プロセスの検討の対象となる広域連系系統の利

用を拡大しようとする電気供給事業者を募集する場合において、当該募集に応募することができる。

この場合において、当該電気供給事業者が当該募集に応募しないときは、広域系統整備に関する提起

を取り下げたものとみなす。 

３ 検討提起者は、本機関が業務規程第５９条に基づき受益者及び費用負担割合を決定するまでの間

は、合理的な理由が認められる場合に限り、次の各号に掲げる行為を行うことができる。 

 

一～五 （略） 

（基本要件等の決定） 
第３９条 （略） 
２・３ （略） 

一～四 （略） 

（新設） 

五 （略） 

 

（基本要件等の決定） 
第３９条 （略） 
２・３  （略） 

一～四 （略） 

五 費用負担ガイドラインに基づき概算工事費から試算した特定負担額の見通し 
六 （略） 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（電気供給事業者の募集及び応募等の手続） 
第４０条 本機関は、広域系統整備の基本要件及び受益者の範囲の検討に際し、増強ニーズの探索、増

強容量の検討その他の目的から必要であると認める場合は、業務規程第５７条に基づき、検討提起者

以外で、広域的な電力取引により、当該計画策定プロセスの検討の対象となる流通設備の利用を拡大

しようとする電気供給事業者を募集する。 
２ （略） 
３ 電気供給事業者は、本機関が定め公表する様式に基づいて、次の各号に掲げる事項を明らかにした

上で、第１項の募集に対する応募を行わなければならない。 
一～五 （略） 

４・５ （略） 

（電気供給事業者の募集及び応募等の手続） 
第４０条 本機関は、広域系統整備の基本要件及び受益者の範囲の検討に際し、増強ニーズの探索、増

強容量の検討その他の目的から必要であると認める場合は、業務規程第５７条に基づき、広域的な電

力取引により、当該計画策定プロセスの検討の対象となる流通設備の利用を拡大しようとする電気供

給事業者を募集する。 
２ （略） 
３ 電気供給事業者は、本機関が計画策定プロセスごとに定め公表する募集要綱に基づいて、次の各号

に掲げる事項を明らかにした上で、第１項の募集に対する応募を行わなければならない。 
一～五 （略） 

４・５ （略） 
 

（計画策定プロセス開始の要否の確認） 
第９１条 （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者は、本機関から計画策定プロセスを開始しない旨の通知を受領した後に、発電設

備等に関する契約申込みに対する検討及び回答を行うものとし、前項による通知の受領前に行った回

答は無効とする。 

 

（計画策定プロセス開始の要否の確認） 
第９１条 （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者は、本機関から計画策定プロセスを開始しない旨の通知を受領した後に、発電設

備等に関する契約申込みに対する検討及び回答を行うものとし、第３３条第４項による通知の受領前

に行った回答は無効とする。 

 
（暫定的な容量確保の特例） 
第９３条 一般送配電事業者は、前条の規定にかかわらず、本機関から業務規程第６４条、第７７条第

６項、第８０条第２項、第９２条第２項、第９５条第２項及び第９６条第４項の通知を受けた場合に

は、当該通知の内容にしたがって、送電系統に暫定的に容量を確保する。 

（暫定的な容量確保の特例） 
第９３条 一般送配電事業者は、前条の規定にかかわらず、本機関から業務規程第６４条、第７７条第

６項、第８０条第２項、第９１条第３項、第９５条第２項及び第９６条第４項の通知を受けた場合に

は、当該通知の内容にしたがって、送電系統に暫定的に容量を確保する。 
 

（リプレース案件の対象となる資本関係及び契約関係） 

第１２４条 （略） 

一 （略） 

ア （略） 

イ 当該発電事業者の関連会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和３８年

１１月２７日大蔵省令第５９号）８条に定める者をいう。以下同じ。）並びに当該発電事業者の親

子法人等の関連会社 

二 （略） 

ア～ウ （略）  

 

（リプレース案件の対象となる資本関係及び契約関係） 

第１２４条 （略） 

一 （略） 

ア （略） 

イ 当該発電事業者の関連会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和３８年

１１月２７日大蔵省令第５９号）第８条に定める者をいう。以下同じ。）並びに当該発電事業者の

親子法人等の関連会社 

二 （略） 

ア～ウ （略）  
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（廃止を伴う新設発電設備等の契約申込みの制限） 
第１３０条 リプレース対象事業者は、リプレース対象廃止計画を提出した発電事業者が、設備容量が

１０万キロワット以上のリプレース発電設備等を廃止する場合において、業務規程第９０条第１項第

３号の場合に該当するときは、廃止日から１２か月が経過するまでの間、リプレース案件系統連系募

集プロセス（業務規程第９６条に基づき、同プロセス後に電源接続案件募集プロセスが開始された場

合を含む。）によらずに、新設発電設備等に関する契約申込みを行うことができない。但し、全国又

は供給区域の需給状況等に鑑み、本機関が発電設備等の連系を認める必要があると認めた場合はこの

限りでない。 
（新設） 
（新設） 

（廃止を伴う新設発電設備等の契約申込みの制限） 
第１３０条 リプレース対象事業者は、リプレース対象廃止計画を提出した発電事業者が、最大受電電

力が１０万キロワット以上のリプレース発電設備等を廃止する場合において、業務規程第９０条第１

項第３号の場合に該当するときは、廃止日から１２か月が経過するまでの間、リプレース案件系統連

系募集プロセス（業務規程第９６条に基づき、同プロセス後に電源接続案件募集プロセスが開始され

た場合を含む。）によらずに、新設発電設備等に関する契約申込みを行うことができない。但し、次

の各号に掲げるときはこの限りでない。 

 

一 業務規程第９０条第１項第２号但書に該当するとき。 

二 全国又は供給区域の需給状況等に鑑み、本機関が発電設備等の連系を認める必要があると認めた

とき。 

 
（経過措置計画コードの申請） 

第５条 （略） 

２ 本機関は、前号の申請を受け付けた場合には、当該申請を行った経過措置対象者に対し経過措置計

画コードを発行する。 

 

（経過措置計画コードの申請） 
第５条 （略） 

２ 本機関は、前項の申請を受け付けた場合には、当該申請を行った経過措置対象者に対し経過措置計

画コードを発行する。 

 
（新設） 附則（平成３０年 月 日） 

 

（施行期日） 

第１条 本指針は、経済産業大臣の認可を受けた日から施行する。但し、附則第２条から第４条までの

規定は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 
（新設） （発電制約量の調整） 

第２条 一般送配電事業者は、広域連系系統の作業停止計画の調整において、第２４４条第２項に基づ

き、制約の対象として選定した発電機により定格容量比率按分した発電制約量及び制約の対象として

選定した発電機を発電計画提出者へ通知する。エリアの需給状況等に応じて発電制約量を見直した場

合も同様とする。 

２ 発電計画提出者は、一般送配電事業者より通知された発電制約量について、発電計画提出者間の協

議により、通知された発電制約量を調整することができる。 

３ 発電計画提出者は、第１項により通知された発電制約量の調整を希望する場合は、発電制約量の通

知を受けた一般送配電事業者に希望する発電制約量の調整内容を連絡する。 

４ 発電制約量の調整を希望する発電計画提出者より連絡を受けた一般送配電事業者は、制約の対象と

して選定された発電機を有する発電計画提出者へ調整内容及び調整期日を連絡する。 

５ 発電制約量の調整を希望する発電計画提出者及び調整内容の連絡を受けた発電計画提出者は、当事

者間において発電制約量の調整及び当該発電制約量の調整に係る料金その他の条件の協議を行い、調

整期日までに発電制約量の調整結果を前項の一般送配電事業者に報告する。 

６ 調整結果の報告を受けた一般送配電事業者は、発電制約量の調整結果を本機関に報告する。 

７ 発電計画提出者は、業務規程に定めるところにより、本機関から調整内容その他必要な情報の提供

を求められた場合は、速やかに情報の提供を行わなければならない。 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（新設） （発電制約量の調整の不調時の対応） 

第３条 前条第２条第５項による発電制約量の調整が不調となった発電計画提出者は、本機関より再調

整の依頼を受けた場合は、発電制約量の再調整を行う。 

２ 発電計画提出者は、発電制約量の再調整の結果を本機関に報告する。 

３ 一般送配電事業者及び発電計画提出者は、本機関より再調整の結果及び決定された発電制約量につ

いて通知を受ける。 

 

（新設） （発電制約が伴う広域連系系統の作業停止計画の情報共有） 

第４条 一般送配電事業者は、第３年度の広域連系系統の作業停止計画において、発電制約が伴うこと

が想定される場合は、作業停止期間が概ね３０日を超える作業停止件名を、第２３６条第３項に定め

る提出時期までに、発電計画提出者と共有する。但し、次の各号に掲げる作業停止件名は、可能な限

り第４年度以降を含めるものとする。 

一 第３年度から第４年度にわたる作業停止計画 

二 複数年計画の作業停止計画  

２ 一般送配電事業者は、前項の共有内容を集約し、第２３６条第３項に定める提出時期までに本機関

に提出する。 

 

 


